（様式２）
企画提案書
１　事業の概要
	事業名
	令和７年度求職者・潜在的労働力の就労支援業務

	事業期間
	令和７年４月１日～令和８年３月３１日

	事業費
	総事業費
円
	女性専用相談窓口による相談対応
	円

	
	
	就労支援セミナー等の開催
	円

	
	
	相談受付体制の強化
	円

	
	
	地域拠点の体制・支援内容の強化
	円

	
	
	一般管理費（消費税及び地方消費税を除く各事業費の計の10％以内の率により計上）
	円

	
	
	消費税及び地方消費税
	円


＊事業費内訳は、経費積算書（様式３）を作成の上提出すること。
２　事業の実施体制
（１）スタッフ体制

　　　業務に係る実施体制を記載（記載欄が足りない場合は、行を追加して記載すること）。
　
	職　名
	常勤・非常勤の別
	氏　名
	性別
	年齢
	保有資格等
（業務関連資格に限る）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（２）情報管理体制（情報公開・守秘義務・個人情報保護等に関する考え方や具体的な方法について記載）

	業務・財務情報等の公開状況
	

	個人情報の管理について
	


（３）危機管理体制（危機管理体制、トラブル時の対処方法の構築等について）

	


３　業務内容
（１）女性専用相談窓口による相談対応の内容（仕様書５．（１））
	〇女性専用相談窓口による相談対応に係る実施内容
〇就労支援セミナー等の内容
〇相談受付体制の強化（女性等が参加するイベント等への相談窓口設置）に係る実施内　　
　容



（２）地域拠点の体制・支援内容の強化についての実施内容（仕様書５．（２））
	


４　関係機関との連携方法

	


５　目標とする成果

	


６　女性をはじめとする潜在的労働力への就職支援の実績

	


７　その他、業務遂行にあたっての特記事項（任意）
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